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新型コロナウイルス感染症と勤労者のメンタルヘルス：差別、偏見、ストレス
COVID-19 and Employees’ Mental Health：Discrimination, Prejudice, and Stress

神奈川県立保健福祉大学大学院ヘルスイノベーション研究科　津野香奈美＊

Kanami Tsuno, School of Health Innovation, Kanagawa University of Human Services

抄　　録

　新しい差別の登場、雇用情勢の悪化、在宅勤務の拡大、新しい生活様式の導入等、COVID-19により、

勤労者の生活はストレスを感じやすいものとなっている。そこで筆者はコロナ禍の勤労者のストレス

状況を明らかにするため、東京大学の研究チームと共に縦断調査『新型コロナウイルス感染症に関わ

る全国労働者オンライン調査（The Employee Cohort Study in the COvid-19 pandemic in Japan: 

E-COCO-J）』を実施した。対象者は日本に居住する20歳から59歳までの全国のフルタイム一般労働者

4,120名で、初回調査を2020年３月、第２回調査を2020年５月、第３回調査を2020年８月、第４回調

査を2020年11月、第５回調査を2021年２月、第６回調査を2021年３月、第７回調査を2021年６月に実

施し、現在も追跡している。本稿では、これらの調査結果から、医療従事者のメンタルヘルス、一般

労働者がコロナ禍で経験した嫌がらせやストレスの内容、COVID-19に対する不安が強まる要因とし

てわかったことを紹介し、勤労者のストレス、差別や偏見、そして不安への対応策について論じる。
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１．はじめに

　新型コロナウイルス感染症（coronavirus disease 

2019：COVID-19）は、我々に社会的問題として何

を提起したのだろうか。筆者としては、日本国内に

おいて、国民が一致団結してこの危機を乗り越えよ

うという機運よりも、感染者を排除しようとする動

きが強かったことを残念に思う。これは、過酷な環

境で感染者に対応する医療従事者に対しても例外で

はなかった。例えば、英国在住のオランダ人Anne-

marie Plasによって発案された「クラップ・フォー・

ケアラーズ（医療従事者らへの拍手を）」（毎週、決

まった時間に自宅の玄関先やバルコニーから一斉に

医療従事者に対し拍手したり音を出したりする運

動）１）は英国内で数百万人が参加し、その後世界各

国にも広まったが、日本では全く定着しなかった。

それどころか、医療従事者が誹謗中傷の対象となっ

たことも珍しくなかった。

　日本国内で新型コロナウイルス感染が急拡大した

のは2020年３月下旬である２）が、それまで感染者は

中国に渡航歴のある者か、中国・武漢から日本政府

によるチャーター便で帰国した邦人か、神奈川県横

浜港に入港したクルーズ船、ダイヤモンド・プリン

セス号の乗客員に限られていた。まだ感染者が珍し

い状況であり、この時期は特に、感染者や、感染者

に対応する医療従事者に対する誹謗中傷が頻発して

いた時期に当たる。例えば、多くの会員が武漢から

の帰国者やダイヤモンド・プリンセス号の乗客員の

健康管理および相談、医療救護班活動、重篤化する

症例の搬送業務、搬送調整業務、処方薬調整、外来

や入院患者の対応に奔走した日本災害医学会から

は、2020年２月22日に「新型コロナウイルス感染症
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対応に従事する医療関係者への不当な批判に対する

声明」３）が出されている。そこでは、“現場で人命

を救うために自分の身を危険にさらして活動した医

療者の中から、職場において「バイ菌」扱いされる

などのいじめ行為や、子どもの保育園・幼稚園から

登園自粛を求められる事態、さらに職場管理者に現

場活動したことに謝罪を求められるなど、信じがた

い不当な扱いを受けた事案が報告されている”こと

が紹介されており、人権問題であるとして強い抗議

と改善要求を表明している。

　COVID-19は医療従事者のみならず、一般労働者

の働く環境も大きく変えた。政府によって在宅勤務

が推奨される一方、職場に出勤しなければならない

介護・福祉職、役所の職員、公共交通機関の職員、

小売店の店員等のエッセンシャルワーカーは感染の

危険に曝され、職場ごとに感染拡大防止策を取る必

要性に迫られるようになった。また、業績の悪化や、

飲食店の夜間営業自粛等の急激な需要の変化により

雇用を失う勤労者が増え、特に雇用の不安定な非正

規労働者にそのしわ寄せがいくようになった。実際

に、COVID-19に関連する2020年の解雇や雇い止め

79,608人のうち、アルバイトやパートなど非正規労

働者が少なくとも38,000人を占めることが、厚生労

働省の発表からわかっている４）。COVID-19により

雇用情勢は全体的に悪化しており、厚生労働省発表

の2020年の平均有効求人倍率は1.18倍、前年比0.42

ポイント低下５）という、リーマン・ショック後の

2009年に前年比0.41ポイント低下して以来の下落幅

であったことも報告されている。

　新しい差別の登場、雇用情勢の悪化、在宅勤務の

拡大、新しい生活様式の導入等、COVID-19により、

勤労者の生活はストレスを感じやすいものとなって

いる。一般の国民にとっても、感染への恐怖や不安

が強く、余裕がなかった状態であったことも否めな

い。そこで筆者はコロナ禍の勤労者のストレス状況

を明らかにするため、東京大学の研究チームと共に

縦断調査『新型コロナウイルス感染症に関わる全国

労働者オンライン調査（The Employee Cohort 

Study in the COvid-19 pandemic in Japan: 

E-COCO-J）』６）を実施した。対象者は日本に居住す

る20歳から59歳までの全国のフルタイム一般労働者

4,120名で、初回調査を2020年３月、第２回調査を

2020年５月、第３回調査を2020年８月、第４回調査

を2020年11月、第５回調査を2021年２月、第６回調

査を2021年３月、第７回調査を2021年６月に実施し、

現在も追跡している。本稿では、これらの調査結果

から、医療従事者のメンタルヘルス、一般労働者が

コロナ禍で経験した嫌がらせやストレスの内容、

COVID-19に対する不安が強まる要因としてわかっ

たことを紹介し、勤労者のストレス、差別や偏見、

そして不安への対応策について論じる。

２．�事業場における感染拡大防止策と勤労者のメン

タルヘルス

　初回調査（2020年３月）は、日本国内において

COVID-19の感染者数が急増した第１波の時期に当

たる。まだ政府として明確な方針が示されない中、

各事業場が独自に感染拡大防止策を取り始めた時期

と言える。そこで我々は、事業場内でどのような感

染拡大防止策が行われているのか７）を調査した。そ

の結果、2020年３月時点で勤労者のうち79.9％が勤

務先からCOVID-19に関する社員向けの通知を受け

取っていたことがわかった。具体的な感染拡大防止

策を見ると、手洗いなどの個人感染予防対策の励行

は約8 割の事業場で実施されていたが、高齢者や妊

婦などハイリスクな労働者への配慮（39.8%）、感染

時の補償に関する情報提供（35.3％）、特別な措置

が実施される期間に関する情報提供（33.0％）、テ

レワークや在宅勤務の励行（26.8％）、働く環境（デ

スクの配置や動線など）の変更（17.2%）の実施率

は低かった。従業員数50人未満の小規模事業場では

対策の実施数が少なく、業種では製造業と比較して

小売業・卸売業、運輸業で対策の実施数が有意に少

ないこともわかった。表１に、事業場における感染

拡大防止策の実施状況を、初回調査から11月の第４

回調査までまとめたものを示す（E-COCO-JのHP８）

から転載。Asaoka et al. ９）の表を改変したもの）。

　次に、これらの感染拡大防止策の実施が勤労者の

メンタルヘルスや仕事のパフォーマンスに影響して

いるかどうかの調査を行った10）。その結果、対策の

実施数が多いほど、勤労者がCOVID-19に対して不

安を感じている傾向がみられた一方、心理的ストレ

ス反応は有意に低く、仕事のパフォーマンスも有意
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表１　各調査時点におけるCOVID-19感染拡大予防策の頻度（N = 875）
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に高いことがわかった。このことは、勤務先で対策

が多く実施されるほどCOVID-19に対する自覚が高

まり不安を感じやすいものの、十分な対策を実施す

ることで労働者の精神的健康とパフォーマンスには

良い影響があることを示唆していると考えられる。

３．COVID-19に関するハラスメント、差別

　一般労働者の中でどのくらいの人が嫌がらせを受

けたのか明らかにするため、我々は、COVID-19関

連の嫌がらせを受けているかどうかを尋ねた11）。そ

の結果、回答者の2.3％がCOVID-19関連の何らかの

嫌がらせを受けていたことがわかった。具体的な項

目としては、「新型コロナウイルスに関連して、嫌

味を言われた」が最も多く、1.4%の勤労者が経験し

ており、次に「新型コロナウイルスに関連して、職

場で不本意に自宅待機をさせられた」が0.7%、「新

型コロナウイルスに関連して、職場で避けられた」

「新型コロナウイルスに関連して、職場で責められ

たり非難されたりした」がそれぞれ0.6%、「新型コ

ロナウイルスに関連して、嫌がらせを受けた」が

0.5%であった。また、これらの嫌がらせ行為を受け

ていることと、心理的ストレス反応や心身愁訴との

関連には、統計的に有意な関連が確認できた

（Adjusted r = 0.054, p < 0.05）。つまり、少なくな

い労働者がCOVID-19関連の嫌がらせにあってお

り、なおかつそれにより心身の不調をきたしていた

ことがわかったのである。なおCOVID-19関連の嫌

がらせの経験を予測する因子として有意な関連が

あったのは、身体的な慢性疾患（オッズ比：2.24, 

95%信頼区間：1.02-4.91）であった。

　一般的に嫌がらせは、不安が高まったり、環境が

不安定になったり、大きな変化が生じたりしたとき

に発生件数が増えると言われている。というのも、

人は自分自身に余裕がなくなると、他者に対しても

余裕をもって接することができなくなり、攻撃的に

なることで自分の自尊心を保つ傾向にあるからであ

る。調査を実施した2020年３月は、感染者が急増し

ていく中で、感染に対する不安が国内で一気が高

まった時期に該当する。また同時に、マスクや手指

消毒剤等の衛生用品が店頭から姿を消した時期でも

ある。本調査では誰から嫌がらせを受けたかについ

ては聞いていないが、顧客や取引先から嫌がらせを

受けた勤労者も含まれていると考えられる。

４．�コロナ禍でメンタルヘルス状況が悪化した勤労

者の特徴

　勤労者の中で、どういった人がコロナ禍でストレ

スを感じやすいのだろうか。我々の調査で職種別の

検討を行ったところ、一般の従業員よりも、医療職

でメンタルヘルス状況が悪化していることがわかっ

た12，13）。コロナ禍で医療職は、最も過酷な状況に置

かれた職種の一つである。患者の誰がCOVID-19に

感染しているのかわからない状況の中、特に感染拡

大初期においては医療用マスクやガウン等の衛生用

品が不足する中で患者への対応をしなければならな

かったことは、医療従事者にとって非常に大きなス

トレスになったと推測される。国外の研究でも同様

の傾向が報告されており、COVID-19への治療やワ

クチン接種等の予防活動に不可欠な医療従事者の精

神健康をどのように守るかが課題であると言える。

　我々の調査では、教育年数別の検討も行った。そ

の結果、教育年数が少ない勤労者（大学卒業未満）

において、大卒以上の勤労者と比較してコロナ禍で

よりメンタルヘルス状況が悪化していることがわ

かった12）。なぜ教育年数が少ない勤労者がよりスト

レスを感じやすかったのかのメカニズムについて

は、大卒以上の勤労者はホワイトカラーが多く、ま

た大手企業勤務者が多いため、いち早く在宅勤務が

可能になったのに対し、大卒未満の勤労者はブルー

カラーが多く作業現場に行く必要があったり、ホワ

イトカラーであっても中小企業勤務者が多いため

に、在宅勤務の導入が遅れたりして、感染の危険を

感じながら通勤したり仕事しなければならない状況

に置かれたからではないかと考えられる。

５．COVID-19に対する不安が高い人の特徴

　我々の調査では、2020年３月時点で、COVID-19

が不安であると回答した勤労者は約８割に上っ

た11）。具体的にどのようなことに対して不安を感じ

ているか聞いたところ、「医療用品・衛生用品が入

手困難な状況であることが不安である」が最も多く
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81.4%、続いて「正しい知識が不足している状況が

不安である（76.5%）」、「政府や自治体の方針や対応

が不安である（75.4%）」、「家族が感染するかもしれ

ないと不安になる（71.9%）」、「自分の行動をどこま

で制限するかについて不安になる（68.1%）」、「自分

が感染するかもしれないと不安になる（67.9%）」、「自

分の勤める会社の今後の業績が心配である

（52.8%）」、「自分の仕事がいつも通りに進まないこ

とが不安である（47.9%）」、「自分が失業するかもし

れないと心配である（31.6%）」であった。

　高いCOVID-19に対する不安を予測する因子とし

て有意な関連があったのは、女性であること（オッ

ズ比2.51, 95%信頼区間：1.87-3.36）、子どもがいる

こと（オッズ比1.47, 95%信頼区間：1.02-2.11）、身

体的な慢性疾患があること（オッズ比1.57, 95%信頼

区間：1.05-2.34）であった。この結果から、感染し

た際に重症化する可能性のある基礎疾患を持つ人

や、子どもがいる母親で不安が強い可能性が示唆さ

れた。

　我々の研究では、COVID-19に関する情報の入手

元と不安に対する強さとの関連についての調査も

行った14）。調査対象者に「あなたは、新型コロナウ

イルス感染症についてどこから情報を得ています

か？」と尋ね、複数回答で「はい」「いいえ」で回

答してもらったところ、情報源として最も多かった

のはテレビのニュース、次にインターネット記事で

あった（図１）15）。

　これらの情報源とCOVID-19に対する不安との関

連を検討したところ、コロナ不安の高さと有意に関

連していたのは、テレビのニュースとインターネッ

ト記事であった。一方で、ラジオ、新聞、SNS、友

人や家族との会話、職場、医療機関、論文等はコロ

ナ不安との関連は見られなかった。つまり、テレビ

のニュースとインターネット記事でCOVID-19に関

する情報を得ている人は、COVID-19に対する不安

も強い傾向にあったのである。調査を実施した2020

年３月は、１日中テレビでCOVID-19に関する報道

が流れていた時期であり、テレビを見ていると感染

者数の増加をリアルタイムで感じざるを得ない時期

であった。また、インターネット記事はいつでも好

きな時にアクセスすることができる情報源であるた

め、必然的に総合的な閲覧時間も長くなっていたこ

とが、不安の高まりにつながったのではないかと考

えられる。

６．コロナ禍における勤労者のストレス軽減施策

　上述の研究結果から、勤労者の健康の保持増進の

ためにどのように対処すべきかを述べる。まず始め

に、従業員の感染リスク低減と不安軽減のために、

事業場は方針を明確化し、感染拡大防止策を幅広く

実施する必要があると言える。特に取り入れる感染

図１　COVID-19に関する情報源（複数回答）（N = 1,420）
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拡大防止策として、我々の調査結果７）から実施率が

低いことがわかった、在宅勤務の導入や感染した際

の取扱いに関する周知があげられる。実際、在宅勤

務を行っていると回答した勤労者は３割程度であ

り、幅広く導入されているとは言えない状況であっ

た。もちろん、エッセンシャルワーカーの場合は在

宅勤務が不可能であるが、例えばホワイトカラー勤

労者で在宅勤務が可能な場合であっても、仕事に必

要な資料が全て紙でしか保管されていない、モバイ

ルパソコンが支給されていない、書類に押印する必

要がある等が、在宅勤務の障壁となっていることが

ある。COVID-19感染拡大防止策としても、働き方

改革としても、柔軟な仕事の仕方を確立していくこ

とは企業の持続可能性を向上させるものであり、こ

の機会に紙媒体の廃止と電子データ化、モバイルパ

ソコンの貸与、不必要な押印の廃止等が進むことが

望まれる。また、勤労者のストレスや不安を減らす

ために、感染した場合の補償や休暇の取得の柔軟な

運用も必要である。感染した場合、子どもを含む同

居している家族が濃厚接触者となるため、子どもが

通っている保育園や学校を休ませなければならず、

その期間仕事に専念ができないことの影響は大き

い。いつでも仕事の引継ぎができるように、一つの

業務の担当者を必ず２人以上にしておく、隔離期間

が有給休暇として消費されることのないよう特別休

暇を付与する等、勤労者の不安や負担を軽減する対

策が望まれる。

　２つ目にすべきこととして、医療従事者へのスト

レスケアがあげられる。我々の調査から、医療従事

者のストレス度が高いこと、そしてコロナ禍でさら

に継続的に悪化していたことがわかった13，16）。医療

従事者はエッセンシャルワーカーの中でもCOVID-

19の治療および感染拡大防止に不可欠な職種である

からこそ、心身の不調で倒れた場合の損失も甚大で

ある。医療従事者を疲弊させないためにも、対面で

なくてもできる業務や医療職でなくてもできる業務

を他の人が担えるようにしたり、感染リスクを低減

させる防護服を潤沢に用意したり、あるいは勤務終

了時に30分でも集まって日頃のストレスや困ってい

ることを言い合う場を設定し、それで出た意見を上

長が取りまとめて経営陣に伝える等の参加型職場環

境改善等の取り組みが望まれる。

　COVID-19に関連する差別や偏見、そしてそれら

の原因となりうる不安への対策として、正しい情報

を公的機関や自治体から積極的に発信する必要があ

る。一方、メディアからの情報発信には偏りがある

ため、危機的な状況である時は、メディアに触れる

時間や情報源のメディアの種類を制限することが有

効であると考える。メディアのCOVID-19に関する

情報発信を見ていると、特にテレビのニュースでは

「今日の感染者は〇〇人」「死亡者は〇〇人」等の限

られた、しかもネガティブな情報しか発信されてお

らず、これらが人々を不安にさせていると感じる。

東日本大震災の際にも、テレビ視聴時間が長いこと

と心理的ストレス反応やPTSD症状とが関連してい

たと報告されており17）、特に映像や写真などの視覚

的なイメージは、必要以上に不安や恐怖を高める危

険性があることを改めて認識しておく必要がある。

本来メディアで発信すべきは、ワクチン接種後に感

染した事例の重症化件数が少ないことや、ワクチン

接種計画の全体的なスケジュールと進捗状況等の、

人々を安心させる情報である。自治体から情報を発

信する際にも、これらの情報がわかりやすく市民に

伝わるように工夫されることを期待したい。

７．おわりに

　現在、多くの勤労者がストレスを抱えている状況

にある。これまでと異なる仕事の仕方が求められ、

人と人との接触が制限される中、飲み会も開催でき

ず、悩みごとや困っていることを気軽に共有するこ

とが難しくなっていると感じる。在宅勤務が導入さ

れた事業場の管理監督者からは、オンライン上だけ

のやり取りだと部下のメンタルヘルス不調に気付き

にくいという声も聞かれた。また、部下側からも、

複数の従業員が参加するミーティングでは個別の相

談をしにくいという声も聞かれる。部下のメンタル

ヘルス不調に早めに気付くためには、２週間に１回

程度、15分程度の１対１の雑談の機会を設けること

等の対策が考えられる。また、組織としても、従業

員からの意見を聴取する機会を定期的に設けること

が望ましいと考える。オンライン上のアンケートで

あれば時と場所を選ばすに個別の意見が聴取するこ

とが可能であるため、仕事上困っていることは何か、
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働きやすい職場にするために組織としてどうして欲

しいかを従業員に聞くことが、ストレス軽減施策へ

の一番の近道かもしれない。COVID-19の影響が長

期化する中、感染拡大防止策だけでなく、勤労者の

メンタルヘルス対策にも力を入れて取り組む企業・

団体が増えることを期待したい。
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